
CZ1

28年度日高北部署【平取地区】保全
整備造林2号
(地拵7.99ha外)

日高
北部

分任支出負担行為担当官
日高北部森林管理署長
多田和宏

北海道沙流郡日
高町栄町東2-
258-3

平成28年5月23日
株式会社イ
ワクラ

北海道苫小
牧市晴海町
23-1

予決令第99条
の2（不落・不調
随意契約）

－ － － 15,109,200 14,472,000 95.79% - - - - 2 0 - －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

特別な競争参加資格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

抽
出
判
定

備　考
移行困難な
事由

移行予
定年限

別紙様式第４

随意契約（物品役務等）

国所管、
都道府県
所管の区

分

うち農
林水産
省出身
者

商号又は名称 住所

提案者
の数

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

競争性のある契約に
移行予定のもの

名称
公益法人
の区分

物品役務等の名称及び数量
署
名
称

所在地

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

事
業
別
№



DZ1 該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

特別な競争参加資格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

抽
出
判
定

備　考
移行困難な
事由

移行予
定年限

別紙様式第４

随意契約（物品役務等）

国所管、
都道府県
所管の区

分

うち農
林水産
省出身
者

商号又は名称 住所

提案者
の数

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

競争性のある契約に
移行予定のもの

名称
公益法人
の区分

物品役務等の名称及び数量
署
名
称

所在地

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

事
業
別
№



FZ1

28年度網走西部署検知業務数量調
査第1号
（検知業務2600m3）

網走
西部

分任支出負担行為担当官
網走西部森林管理署長
横山誠二

北海道紋別郡遠
軽町大通北4丁
目1-1

平成28年6月30日
佐藤木材工
業株式会社

北海道紋別
市上渚滑町4
丁目１

会計法第29条
の3第4項（その
他）

システム販売の協
定内容（自動選別機
の活用）に沿った検
知業務に対応でき
る者が限られたため

－ － 2,268,000 － － － － 0 0 －

FZ2

28年度網走西部署検知業務数量調
査第2号
（検知業務3600m3）

網走
西部

分任支出負担行為担当官
網走西部森林管理署長
横山誠二

北海道紋別郡遠
軽町大通北4丁
目1-1

平成28年6月30日
佐藤木材工
業株式会社

北海道紋別
市上渚滑町4
丁目１

会計法第29条
の3第4項（その
他）

システム販売の協
定内容（自動選別機
の活用）に沿った検
知業務に対応でき
る者が限られたため

－ － 3,132,000 － － － － 0 0 －

FZ3
平成28年度燃料類単価契約
(ガソリン12,000L外)

網走
中部

分任支出負担行為担当官
代理
網走中部森林管理署総括
事務管理官
中澤真一郎

北海道常呂郡置
戸町字置戸398-
99

平成28年4月1日
株式会社ラ
ンヴァ

北海道常呂
郡置戸町字
置戸222

予決令第99条
の2（不落・不調
随意契約）

－ － － 2,017,782 － － － － 0 0 － 単価契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

別紙様式第４

随意契約（物品役務等）

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

移行困難な
事由

署
名
称

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

抽
出
判
定

うち農
林水産
省出身
者

国所管、
都道府県
所管の区

分

契約金額

公益法人の場合

備　考
提案者
の数

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

特別な競争参加資
格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

公益法人
の区分

事
業
別
№

移行予
定年限

物品役務等の名称及び数量

名称 所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

商号又は名称 住所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企
画競争等）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由


	16.CZ造林随契
	17.DZ生産随契
	18.FZ物役随契



